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第 21 回都市政策研究交流会 講演録
「住民参加と合意形成を踏まえた道路交通施策の実現」

当センターでは、都市自治体の企画課及び各分野の担当課職員等を対象に、都市自治体が直面する課

題や注目されている施策について、学識者による報告、情報共有及び意見交換を行い、課題解決の諸方

策を議論する「都市政策研究交流会」を 2004 年から開催している。

第 21 回都市政策研究交流会は、「住民参加と合意形成を踏まえた道路交通施策の実現」をテーマに掲

げ、2018 年 10 月 23 日に開催した。本稿は、当日の基調講演、事例報告及びパネルディスカッションの

概要を取りまとめたものである。

1 基調講演

「地区交通計画における合意形成

－サイレント層と社会実験」

埼玉大学大学院理工学研究科

准教授 小嶋 文

(1）はじめに

交通計画の中でも、住宅地や駅前といった

スケールの地区交通計画における合意形成に

ついて、サイレント層と社会実験の観点から

説明する。

(2）地区交通計画への住民参加に関する背景

各種の社会調査への未回答者の増加が深刻

な問題となっている。住民参加が広く謳われ

る一方で、社会調査の未回答者の存在が様々

な場面で合意形成を妨げ、計画膠着の要因と

なっているのである。

意識調査の未回答者が多ければ、意思決定

者が判断を躊躇うことがあるだろう。また、

それまで意見を言わなかった人々が、計画の

具体化後に事業が進んだ段階で反対の声を上

げれば、予期せぬ対応に迫られ、社会的費用

が増大することも懸念される。

こうした問題について、行政がどのような

問題に直面しているのか、またどのように考

えているか調査するため、以下のとおりアン

ケートを実施したので、結果を紹介する。

調査対象：2005 年から 2011 年の7年間に、

交通計画に関連した社会実験を実施した国、

都道府県、市町村の担当課（318 部署）

配付方法：Eメール及び郵送

返送方法：Eメール、郵送、FAX

回収票数：118 件 回収率：37.1％

まず、サイレント層に関連する問題の経験

の有無は、「特に問題が起こったことはない」

（44.0%）が最も多く、次いで「事業が進んだ
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段階で、それまで出てこなかった反対意見が

出てきた」（33.6%）、「意見を募った際に、計

画に反対の人に偏った意見が出された」

（17.2%）が続く（図1）。

また、サイレント層の問題が意思決定に及

ぼす影響は、回答の多い順に、「追加的な意見

取集をしてから意思決定を行うことになっ

た」（41.5%）、「特 に 影 響 は な か っ た」

（27.7%）、「担当部局の中で意思決定を行う

ことが困難になった」（12.3%）、「首長が意思

決定を行うことが困難になった」（6.2%）、「住

民から『住民意見』の正当性について批判が

上がった」（4.6%）、「事業実施について警察

の同意が得られなかった」（4.6%）となった

（図2）。

続いて、サイレント層の問題が事業自体へ

及ぼす影響は、「特に影響はなかった」

（32.3%）が全体の約3割を占めているもの

の、「事業の実施が遅延した」（41.5%）、「更

に検討を行うことになり、まだ実施はされて

いない」（10.8%）、「事業の実施が中止になっ

た」（4.6%）という回答もあった（図3）。

都市とガバナンス Vol.31

第 21 回都市政策研究交流会 講演録「住民参加と合意形成を踏まえた道路交通施策の実現」

61

図1 サイレント層に関連する問題の経験

出典：報告者作成

図3 サイレント層の問題による事業自体へ
の影響

出典：報告者作成

図2 サイレント層の問題による意思決定へ
の影響

出典：報告者作成

図4 行政の意思決定に関する意見

出典：報告者作成
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さらに、本アンケートでは、行政の代表と

しての立場ではなく、回答者（職員）個人の

行政の意思決定に関する意見についても調査

した。「社会実験等で効果や副作用が検証さ

れた場合には、意見を言わない市民が多い場

合にも、検証結果と出された意見を基に計画

を進めるべき」（37.9%）、「公共の利益になる

施策が意見を言わない市民の存在によって実

施できなくなるのは問題だ」（36.2%）が、と

もに3割を超えており、「必要な施策につい

ては、投票で選ばれた首長が責任を持って実

行の判断をするべきだ」（29.3%）も多い（図

4）。一方、「現状において問題意識がない」

（7.8%）は少数にとどまっている。

サイレント層の問題について、行政が様々

な困難を抱えていることが明らかになった。

(3）サイレント層に着目した地区交通計画

資源と時間が限られる中、適切で効率的な

地区交通計画を実施するには、サイレント層

に着目した計画策定プロセスの構築が急務で

ある。

社会心理学の研究の一つに、ノエル・ノイ

マンの「沈黙の螺旋理論」がある。ノイマン

は、沈黙が生まれる過程において、少数派の

意見を持つ人々は孤独を恐れることに着目し

た。少数派の意見を持つ人々が孤独を恐れて

沈黙すると、多数派の意見が強調され、世間

一般の意見として世論が形成される。する

と、メディアの力が加わり、多数派の意見が

人々を支配し、少数派の意見を持つ人々はま

すます孤独を感じて沈黙していく。

報告者は、沈黙の螺旋理論を念頭に置い

て、意見を言わない人々は、「賛成」・「反対」

のどちらの意見を持っていると、よりサイレ

ント層になりやすいのかを調査した（図5）。

仮想的な交通計画を用意し、回答者ごとに、

計画に対して「多数派かつ賛成」、「多数派か

つ反対」、「少数派かつ賛成」、「少数派かつ反

対」の4通りの立場を無作為に設定し、行政

に意見を伝えたいか尋ねた。すると、沈黙の

螺旋理論による予想に反し、回答者の持って

いる意見が多数派・少数派のいずれであって

も、計画に「反対」の立場であるとき、行政

へ意見を「伝えたい」、「どちらかといえば伝
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図5 仮想的な交通計画・賛否の立場・意見風
土を設定したSP（Stated Preference）
調査の実施

出典：報告者作成

図6 結果の比較

出典：報告者作成
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えたい」と思うことがわかった（図6）。

(4）社会実験がサイレント層に及ぼす影響

社会実験とは、施策の本格実施前に、時間

や場所を限定し、実際の社会で試行すること

であり、施策効果の客観的な測定を目的とす

る。住民に施策を体験してもらい、意見を述

べる機会を与えることで、事業の後戻りが困

難な段階で反対の声が上がるのを防ぐことが

できる。国土交通省では、平成 11 年から社

会実験を実施する地域を公募しており、車優

先の道路から歩行者や自転車優先の道路への

再構築を図る実験や、オープンカフェ等の道

路空間の多目的利用を図る実験が行われてき

た。

こうした社会実験が意識調査の未回答者に

及ぼす影響について、埼玉県川越市の川越一

番街における地区交通計画策定の取組みを事

例として説明する。この事例では、川越一番

街での社会実験の前後に実施した意識調査の

結果を分析し、対象者の回答態度と回答内容

から、社会実験がサイレント層に及ぼす影響

を評価した。なお、督促調査及び2回の意識

調査をパネル調査とすることで、サイレント

層の一部の意識を捕捉した。
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図7 住民意識調査の実施概要

出典：報告者作成

写真1 川越一番街の蔵造りの街並み

出典：報告者撮影
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川越一番街は、川越市の中心市部を通る2

車線の県道に位置する。歴史的な社寺や蔵づ

くりの町並みが残り、観光地として知られる

地域である。しかし、交通の要衝であるため

通過交通が非常に多く、休日は路側帯からあ

ふれる歩行者と通過交通で危険な状況となっ

ている。都市型観光地として、大きな問題を

抱えていた（写真2）。

こうした中、2007 年度に行政、自治会、交

通事業者、大学で構成する北部中心市街地交

通円滑化方策検討委員会が発足した。交通調

査やシミュレーションにより、実施可能性の

ある複数の交通規制変更対策案の提案がなさ

れた。

「毎日、日中は『歩行者天国』にする」、「休

日のみ日中を『歩行者天国』にする」、「平日

は終日『一方通行』。休日はこれに加え、日中

を『歩行者天国』にする」、「毎日終日『一方通

行』にする」、「現在のまま」の5案に対する

住民の意向を調査するため、検討委員会に参

画している 21 自治会の全 5,974 世帯及び川

越一番街周辺の事業所を対象として、1回目

の意識調査を実施した。このとき「反対」と

回答した人の割合が最も大きかった「毎日

『歩行者天国』にする」案を除く3案につい

て、社会実験を行うこととなった（図 10）。
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写真2 川越一番街の現況

出典：報告者撮影

図8 住民意識調査の実施概要

出典：報告者作成

写真3 社会実験中の様子（歩行者天国）

出典：埼玉大学久保田尚教授撮影

図9 社会実験の概要

出典：報告者作成
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社会実験後に2回目の意識調査を実施した

ところ、社会実験前の意識調査の調査と同様

に、それぞれの案について「賛成」・「反対」の

意見があった（図 11）。なお、2回目の意識

調査では、1回目の意識調査よりも約 10％回

答率が低くなった（表1）。

(5）期限内回答者と督促後回答者の意識の比較

ここで、2回の意識調査における期限内回

答者・督促後回答者の、交通規制案から受け

る影響、将来の交通規制案の実施への許容度

についての意識を比較した結果を紹介した

い。

社会実験前の意識調査では、社会実験を実

施した交通規制案及び「現在のまま」案につ

いて、期限内回答者と督促後回答者の「反対」

と回答した人の割合に差は見られなかった
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図 10 第1回調査 社会実験実施前の対策案
実施への意向
（本調査、督促調査結果の合計）

出典：報告者作成

図 11 第2回調査結果 社会実験後の対策
案実施への意向
（本調査、1次督促、2次督促の合計）

出典：報告者作成

図 12 社会実験前の期限内回答者と督促後
回答者の将来の対策案への意向の違い

出典：報告者作成

図 13 社会実験後の将来の対策案への意向
の違い

出典：報告者作成

表1 住民意識調査の配付回収概要

出典：報告者作成
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川越一番街は、川越市の中心市部を通る2

車線の県道に位置する。歴史的な社寺や蔵づ

くりの町並みが残り、観光地として知られる

地域である。しかし、交通の要衝であるため

通過交通が非常に多く、休日は路側帯からあ

ふれる歩行者と通過交通で危険な状況となっ

ている。都市型観光地として、大きな問題を

抱えていた（写真2）。

こうした中、2007 年度に行政、自治会、交

通事業者、大学で構成する北部中心市街地交

通円滑化方策検討委員会が発足した。交通調

査やシミュレーションにより、実施可能性の

ある複数の交通規制変更対策案の提案がなさ

れた。

「毎日、日中は『歩行者天国』にする」、「休

日のみ日中を『歩行者天国』にする」、「平日

は終日『一方通行』。休日はこれに加え、日中

を『歩行者天国』にする」、「毎日終日『一方通

行』にする」、「現在のまま」の5案に対する

住民の意向を調査するため、検討委員会に参

画している 21 自治会の全 5,974 世帯及び川

越一番街周辺の事業所を対象として、1回目

の意識調査を実施した。このとき「反対」と

回答した人の割合が最も大きかった「毎日

『歩行者天国』にする」案を除く3案につい

て、社会実験を行うこととなった（図 10）。
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写真2 川越一番街の現況

出典：報告者撮影

図8 住民意識調査の実施概要

出典：報告者作成

写真3 社会実験中の様子（歩行者天国）

出典：埼玉大学久保田尚教授撮影

図9 社会実験の概要

出典：報告者作成
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（図 12）。一方、社会実験後の意識調査では、

どの交通規制案に対しても、「反対」と回答し

た人の割合が、期限内回答者よりも2次督促

後回答者で有意に小さくなった（図 13）。社

会実験で感じた自身への影響、他人への影響

についても、「自分の生活に、良くない影響が

あることがわかった」、「他の人たちに、良く

ない影響があることが分かった」と回答した

人の割合は、督促後回答者に少なかった（図

14）。

さらに詳しく検討するため、交通規制案に

「反対」と回答した人を分析した。3つの交

通規制案の1つ以上に「反対」と回答した人

のうち、2次督促回答者で「自分の生活に良

くない影響があることがわかった」と回答し

た人の割合は 37.8％であり、期限内回答者よ

りも有意に小さくなった（図 15）。

したがって、交通規制案に「反対」と回答

した督促後回答者の一部は、周囲の意見に合

わせている、あるいは悪影響があった人を思

いやって「反対」と回答した可能性がある。

周囲の意見の影響で発言を控える傾向は、対

象地区の会合の場でも見られた。社会実験後

に開催された検討委員会においても、地元か

らの出席者のうち3名の方が、地域内あるい

は他地域との意見の相違に言及したうえで

「本日意見を述べない」と発言し、周囲との

関係の中での沈黙が見られた。

(6）社会実験の情報提供がサイレント層に与

える影響

ここからは、社会実験後の情報提供が意識

調査のサイレント層に与える影響について、

東京都文京区の白山千石地区の区道 839 号で

行ったハンプ設置の社会実験を事例として説

明する。この事例でも、社会実験の前後の意

識調査、各回の督促調査の結果から、サイレ

ント層と非サイレント層の意見を比較した。

また、社会実験後の意識調査において、社会

実験前調査に未回答であった人を対象として

社会実験時に実測した交通環境改善効果、周

辺住民の交通への危機感の情報有無を違えた

グループを設定し、グループ間の意見を比較

した。これらの情報は調査後すべて公開して
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図 14 社会実験で感じた自身への影響、他人
への影響

出典：報告者作成

図 15 意見別に見た、社会実験から分かった
影響に関する認識（3つの交通規制案の
1つ以上に反対している人）

出典：報告者作成
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いる。

区道 839 号は幅員約 4.5m、全長約 300m

の南向き一方通行の生活道路で、小学校の通

学路に指定されている。しかし、直線かつ見

通しが良い道路であるため、制限速度を超過

して通行する車両に、歩行者や自転車が危険

にさらされている状況にあった。そこで、通

過交通の速度を抑制するため、2009 年9月2

日から 29 日までの期間でハンプ設置の社会

実験を行うこととなった。9月2日から 15

日までは、幹線道路からの入口に1基のハン

プと、路線延長のほぼ中央にボラードによる

狭さくを設置した。9月 16 日から 29 日まで

は、さらに4基のハンプを設置した。

社会実験前の意識調査では、ハンプの設置

に半数以上の人が「賛成」、「条件付賛成」で

あると回答した（図 17）。社会実験後の意識

調査でも、同様に、「賛成」、「条件付き賛成」

と回答する人の割合が多かった。しかし、「反

対」と回答する人の割合が社会実験前より増

加した（図 18）。

社会実験後のサイレント層の意識につい

て、社会実験前の意識調査への回答から見て

みると、社会実験前後の意識調査のいずれも

期間内に回答した人より、社会実験前は期限

内に回答したものの、社会実験後は督促後も

未回答であった人の方が、「実験で問題が起

こらなければ特に意見は言わない」と回答し

ている割合が多かった（図 19）。社会実験後

のサイレント層は、ハンプの本格設置を許容
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写真4 ハンプ設置実験

出典：報告者撮影

図 17 ハンプ本格設置への意向（社会実験前）

出典：報告者作成

図 18 ハンプ本格設置への意向（社会実験後）

出典：報告者作成

図 16 住民意識調査の概要

出典：報告者作成

19-01-365　060 4-1_住民参加と合意形成(第21回都市政策研究...  Page 8 19/04/15 20:53  v5.51

（図 12）。一方、社会実験後の意識調査では、

どの交通規制案に対しても、「反対」と回答し

た人の割合が、期限内回答者よりも2次督促

後回答者で有意に小さくなった（図 13）。社

会実験で感じた自身への影響、他人への影響

についても、「自分の生活に、良くない影響が

あることがわかった」、「他の人たちに、良く

ない影響があることが分かった」と回答した

人の割合は、督促後回答者に少なかった（図

14）。

さらに詳しく検討するため、交通規制案に

「反対」と回答した人を分析した。3つの交

通規制案の1つ以上に「反対」と回答した人

のうち、2次督促回答者で「自分の生活に良

くない影響があることがわかった」と回答し

た人の割合は 37.8％であり、期限内回答者よ

りも有意に小さくなった（図 15）。

したがって、交通規制案に「反対」と回答

した督促後回答者の一部は、周囲の意見に合

わせている、あるいは悪影響があった人を思

いやって「反対」と回答した可能性がある。

周囲の意見の影響で発言を控える傾向は、対

象地区の会合の場でも見られた。社会実験後

に開催された検討委員会においても、地元か

らの出席者のうち3名の方が、地域内あるい

は他地域との意見の相違に言及したうえで

「本日意見を述べない」と発言し、周囲との

関係の中での沈黙が見られた。

(6）社会実験の情報提供がサイレント層に与

える影響

ここからは、社会実験後の情報提供が意識

調査のサイレント層に与える影響について、

東京都文京区の白山千石地区の区道 839 号で

行ったハンプ設置の社会実験を事例として説

明する。この事例でも、社会実験の前後の意

識調査、各回の督促調査の結果から、サイレ

ント層と非サイレント層の意見を比較した。

また、社会実験後の意識調査において、社会

実験前調査に未回答であった人を対象として

社会実験時に実測した交通環境改善効果、周

辺住民の交通への危機感の情報有無を違えた

グループを設定し、グループ間の意見を比較

した。これらの情報は調査後すべて公開して
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図 14 社会実験で感じた自身への影響、他人
への影響

出典：報告者作成

図 15 意見別に見た、社会実験から分かった
影響に関する認識（3つの交通規制案の
1つ以上に反対している人）

出典：報告者作成
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しているという仮説を支持する結果となっ

た。

また、社会実験の効果に関する情報を有す

るグループと有しないグループで回答を比較

したところ、ハンプの本格設置に「反対」と

回答した人の割合は、情報を有するグループ

において有意に小さかった（図 20）。このこ

とは、意識調査時に行う情報提供により、住

民の交通対策案への許容度が変化する可能性

を示唆している。住民に交通対策案への理解

を求めるときに情報提供を行う重要性が明ら

かになった。
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図 19 社会実験後にサイレント層になった
人々の意識

出典：報告者作成

図 20 社会実験の情報提供とサイレント層

出典：報告者作成

Copyright 2019 The Authors. Copyright 2019 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.



19-01-365　060 4-1_住民参加と合意形成(第21回都市政策研究...  Page 11 19/04/15 20:53  v5.51

2 事例報告①

「世田谷区二子玉川における地域主体の交

通安全活動の取り組みについて」

世田谷区土木部交通安全自転車課

交通安全担当 係長 福島 恵一

(1）世田谷区の概要

東京都世田谷区は、東京都の西南部に位置

し、東西に私鉄各線（京王線、京王井の頭線、

小田急線、東急田園都市線、東急大井町線）、

南北に東急世田谷線が走っている。西部で

は、駅間が離れているため、バスや自転車の

利用者が多い。また、主要な幹線道路とし

て、南北に環状七号線、環状八号線、甲州街

道、玉川通り（国道 246 号）等がある（図 21）。

二子玉川は、元々、多摩川の砂利の採取を

行っており、当時から玉川線が通っていた。

多摩川園（遊園地）が開園したことで、避暑

地として徐々に有名になっていった。1969

年が大きな転換点となる。この年に玉川線が

廃止となり、玉川高島屋が開店した。

玉川高島屋は、車で買い物に来てもらう郊

外型百貨店として日本で最初と言われてお

り、以後、二子玉川はクルマ社会と共に発展

する一方で、慢性的な交通渋滞等、モータリ

ゼーションの弊害に悩まされ、交通安全への

意識が高まった。特に二子玉川商店街の道路

における車の通り抜け交通が多く、二子玉川

小学校の正門前の横断が危険であることか

ら、地域が、国士舘大学理工学部寺内義典教

授、日本大学理工学部稲垣具志助教（当時成

蹊大学）に相談し、交通流実態調査及びヒヤ

リハットマップの作成を実施することとなっ

た。

交通流実態調査の結果、二子玉川商店街の

道路を封鎖すると、交通流が周囲の住宅地に

流れ込むことがわかった。また、住宅地を通

り抜ける車の約 70%が、時速 30㎞以上の速

度で走行していることがわかった。

地域の声を反映したヒヤリハットマップを

作成してみると、生活道路全般において様々

なヒヤリハットが存在しており、一道路の対

策ではなく、面的な対策が必要であることが

明らかになった（図 22）。

(2）ゾーン 30 の導入

二子玉川では、2014 年2月にゾーン 30 を

地域主導により導入した。これを可能にした

のが、地域のプラットフォームとしての二子

玉川地区交通環境浄化推進協議会である。二

子玉川地区交通環境浄化推進協議会は、区、

二子玉川商店街、地域の町会、小学校の PTA、

所轄の警察署、地域の事業者である高島屋、

東急電鉄等によって構成される組織であり、
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図 21 二子玉川の概要

出典：世田谷区
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しているという仮説を支持する結果となっ

た。

また、社会実験の効果に関する情報を有す

るグループと有しないグループで回答を比較

したところ、ハンプの本格設置に「反対」と

回答した人の割合は、情報を有するグループ

において有意に小さかった（図 20）。このこ

とは、意識調査時に行う情報提供により、住

民の交通対策案への許容度が変化する可能性

を示唆している。住民に交通対策案への理解

を求めるときに情報提供を行う重要性が明ら

かになった。
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図 19 社会実験後にサイレント層になった
人々の意識

出典：報告者作成

図 20 社会実験の情報提供とサイレント層

出典：報告者作成
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町会の下部組織として位置づけられている。

協議会では、地域への愛情（まちを良くし

たい！）と活動意欲（よりカッコよく！）に

より、地域への交通安全啓発を活発に行って

いる。また、協議会が地域の各戸に配付する

「ふたこたまご通信」により、活動内容を確

実にフィードバックしている（図 23・図 24）。

こうした取組みを区が支援するメリット

は、交通安全に効果的であることに加え、地

域の課題解決力が向上し地域主体のまちづく

りが実現すること、また、協議会で試行した

手法・施策を他の地域にも広げていけること

である。

なお、ゾーン 30 では、導入後の普及浸透が

重要だが、多くの場合、導入自体がゴールと

なってしまっている。二子玉川では、導入後

にも、住宅地を通り抜ける車の速度をスピー

ドガンで測定し、施策効果を検証するととも

に、地域でアンケートを実施した。アンケー

トでは、「これからあなたはどうしていきま

すか」と尋ね、アンケート自体が交通安全意

識啓発のツールとなるよう工夫した。
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図 22 地域参加によるヒヤリハットマップ

出典：ふたこたまご通信

図 23 地域に愛される「ふたこたまご通信」

出典：報告者作成
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(3）たまチャリルール

二子玉川では、ゾーン 30 の導入だけでな

く、「たまちゃりルール」というローカルルー

ルの普及にも力を入れている。

ゾーン 30 の導入に向け、区が地域でワー

クショップを開催したところ、自動車だけで

なく、自転車が危ないとの意見が多く寄せら

れた。これを踏まえ、ゾーン 30 導入後に改

めてワークショップで地域で何ができるか検

討した結果、自転車の危険運転をしている人

の気持ちに届くメッセージの発信に取り組む

こととなった。メンバーが実際にまちに赴

き、危険な場所を確認して意見を出し合っ

た。そうして生まれたのが、「押しチャリ」・

「足ポン」・「ヒダリンクル」の3つのルールで

ある（図 25）。「自分たちで決めたことだか

ら、自分たちで率先して守り広める」を合言

葉に、一人ひとりがルールやマナーを守るの

はもちろん、地域の人が自らデモンストレー

ションをしたり、PR動画をインターネット

で公開するなどしている。また、「たまチャ

リポーズ」を考案するなど、子どもたちから

たまチャリルールを広めていこうとしている

（図 26）。

区でも、小学校で保護者向け自転車講習を

実施する際にたまチャリルールの周知を図っ
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図 24 ゾーン 30 の導入

出典：ふたこたまご通信

図 25 たまチャリルール

出典：ふたこたまご通信
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町会の下部組織として位置づけられている。

協議会では、地域への愛情（まちを良くし

たい！）と活動意欲（よりカッコよく！）に

より、地域への交通安全啓発を活発に行って

いる。また、協議会が地域の各戸に配付する

「ふたこたまご通信」により、活動内容を確

実にフィードバックしている（図 23・図 24）。

こうした取組みを区が支援するメリット

は、交通安全に効果的であることに加え、地

域の課題解決力が向上し地域主体のまちづく

りが実現すること、また、協議会で試行した

手法・施策を他の地域にも広げていけること

である。

なお、ゾーン 30 では、導入後の普及浸透が

重要だが、多くの場合、導入自体がゴールと

なってしまっている。二子玉川では、導入後

にも、住宅地を通り抜ける車の速度をスピー

ドガンで測定し、施策効果を検証するととも

に、地域でアンケートを実施した。アンケー

トでは、「これからあなたはどうしていきま

すか」と尋ね、アンケート自体が交通安全意

識啓発のツールとなるよう工夫した。
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図 22 地域参加によるヒヤリハットマップ

出典：ふたこたまご通信

図 23 地域に愛される「ふたこたまご通信」

出典：報告者作成
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ている。講習をきっかけに、他地域の小学校

にも、水飲み場やトイレにちらしを貼った

り、PTAのニュースレターに掲載するなど、

活用が進んできている（図 27）。

たまチャリルールの大規模な活用の例とし

て、野川沿いでの自転車マナーアップキャン

ペーンを紹介したい。小学校の PTAと区で

児童登校時の通学路交通安全確認を実施した

際に、区の西部から主要駅である二子玉川に

向け、ちょうど野川の流れに沿った「通勤・

通学自転車の流れ」があり、自転車事故やヒ

ヤリハットの多くが、この流れの上で起きて

いることがわかった（図 28）。全長4 kmに

及ぶ「流れ」の途中に7箇所のポイントを設

置し、PR幕を着けて呼びかけることを何度

も繰り返し、ゴールとなる二子玉川の駐輪場

でちらしを配布した（図 29）。このキャン

ペーンも、「流れ」に沿った3つの小学校の

PTAが主体となり、地域、国士舘大学、成城

警察署、玉川警察署、区の協力を得て実施し

た。
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図 26 たまチャリポーズ

出典：ふたこたまご通信

写真5 ゾーン 30 ワークショップ

出典：ふたこたまご通信

図 27 講習等を通じて他地域の小学校にも
拡散

出典：ふたこたまご通信

図 28 自転車の「流れ」と危険箇所

出典：報告者作成
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(4）地域を超えた協働が可能になった理由

世田谷区は、交通事故発生件数、自転車事

故発生件数が、ともに都内ワースト1であ

り、自転車関与率1も全国平均の約2倍であ

る。自転車事故を年齢層別で見ると、20 代か

ら 40 代の子育て世代に多い。

世田谷区では、区内にある4つの警察署の

管内ごとに、そこに属する小学校で地域環境

連絡協議会を組織し、毎年度、交通安全と生

活安全をテーマに検討・活動している。学校

数が多く、幹事校が巡ってくるのは十数年に

一度のため、どんな活動をすればよいかわか

らず、せっかくの問題意識や活動意欲の高さ

を活かせないでいた。区ではそこに着目し、

自転車安全講習、スケアードストレート、登

校時通学路確認、学識者による講演など、有

用なコンテンツを用意し、地域環境連絡協議

会のニーズに応じた働きかけを行い、内容も

地域の要望に応じて工夫している。

こうした区の取組みに対して、地域環境連

絡協議会からも、講習内容をわかりやすくイ

ラスト化し、PTA発行のニュースに掲載し、

交通安全の基本である各家庭へと拡散するな

ど、ありがたいリターンをいただいている。

近年は、小学校だけではなく、保育園・幼

稚園での支援にも取り組んでいる。子育て支

援 NPOから、チャイルドシート付き自転車

の安全利用をテーマにイベントへの参加依頼

があった際に、チャイルドシートに子どもの

体重分約 10㎏のおもりを乗せて押し歩き等

をする体験講習「初めての子育て自転車」を

コンテンツとして開発した。それがさらに、

保育園・幼稚園に通う子どもの保護者向け

リーフレット「『子育て自転車』の選び方＆乗

り方」の発行に結実した（図 30）。子育て自

転車の特性を、選び方・乗り方を通じてわか

りやすいイラストで説明し、安全利用への関

心・意識が読むだけで高まるよう工夫してい

る。

(5）地域のやる気を後押しし、「横から」の声

かけで地域での広がりを
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1 自転車事故が交通事故全体に占める割合。

図 29 自転車マナーアップキャンペーン

出典：報告者作成

図 30 子育て自転車の選び方＆乗り方

出典：世田谷区
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図 26 たまチャリポーズ

出典：ふたこたまご通信

写真5 ゾーン 30 ワークショップ

出典：ふたこたまご通信

図 27 講習等を通じて他地域の小学校にも
拡散

出典：ふたこたまご通信

図 28 自転車の「流れ」と危険箇所

出典：報告者作成
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地域には、「何とかしたい」という気持ちが

ある。区では、これに応えて様々なコンテン

ツやプログラムを用意し、あるいは地域の気

付きや当事者意識を醸成するため、出前型で

情報やノウハウを提供する。地域のやる気や

活動を支援することで、区による取組みだけ

では得られない成果を生み出してきている。
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3 事例報告②

「新潟市における生活道路の交通安全対策

の取組み～学校・地域住民参加による交通

安全対策～」

新潟市中央区建設課

まちづくり係 主査 木原 寿明

(1）日和山小学校の誕生

新潟市中央区における生活道路の交通安全

対策の取組みは、新潟市立日和山小学校の校

舎移転に伴う通学路の変更を契機として行っ

た。

新潟駅の西側に中心市街地の古町地区があ

る。そこから、北に約 1.5㎞行ったところに

日和山小学校がある（図 31）。学区内には

元々4つの小学校があったが、少子化の進展

により、平成 27 年に1校に統合し、日和山小

学校が誕生した。周辺の交通状況の整理を

行ったところ、信濃川の川底を通る「新潟み

なとトンネル」（沈埋トンネル）を利用する通

過交通が、住宅地に流れ込んでいることがわ

かった（図 32）。

日和山小学校の目の前には、幅員約5 m

の狭い一方通行規制の市道（以下、「栄町銀

座」という。）がある。交通量調査をしたとこ

ろ、平日朝の登校時間帯の1時間に 100 台以

上の通過交通が確認された。交通事故の危険

性が高いため、学校や地域から、日和山小学

校地区における交通安全対策の要望があっ

た。そこで、新潟市では、平成 28 年3月に当

該地区を国土交通省の生活道路対策エリアに

登録し、国土交通省の技術的支援を受けなが

ら交通安全対策に取り組んだ。

(2）通過交通への懸念から検討開始

できるだけ現状に即した交通安全対策を行

うため、ワークショップ方式で検討を進める

ことにした。このワークショップには、①日

和山小学校の教員、PTA、交通安全推進協議

会などの学校関係者、②地域の自治会やコ

ミュニティ協議会、③国土交通省・新潟県警

察・新潟市などの行政、④（公財）国際交通

安全学会の4つの主体が参加した。

平成 28 年7月に、第1回ワークショップ

を実施した（図 33）。はじめに久保田尚教授

（埼玉大学）による生活道路の交通安全対策

都市とガバナンス Vol.31

第 21 回都市政策研究交流会 講演録「住民参加と合意形成を踏まえた道路交通施策の実現」

75

図 31 日和山小学校の概要

出典：報告者作成

図 32 通過交通の流れ

出典：報告者作成
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活動を支援することで、区による取組みだけ

では得られない成果を生み出してきている。

都市とガバナンス Vol.31

都市政策をめぐる研究交流の最前線

74

Copyright 2019 The Authors. Copyright 2019 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.



19-01-365　060 4-1_住民参加と合意形成(第21回都市政策研究...  Page 18 19/04/15 20:53  v5.51

の紹介があった後、参加者が5つのグループ

に分かれて議論を行った。各グループから

は、「栄町銀座での交通安全対策が必要」、「通

過交通の状況確認などの現地調査が必要」と

の意見があった。

これを受けて、新潟市では、ナンバープ

レート調査や国土交通省提供による ETC2.0

プローブデータ2分析などにより実態把握を

行った。ナンバープレート調査では、平日の

午前7時 30 分から8時 30 分までの1時間に

栄町銀座を通過した車のナンバーを控えて、

新潟みなとトンネル付近の交差点で読み取っ

た番号と照合した。その結果、栄町銀座の入

口で捉えた 101 台の車のうち、67 台が観測さ

れ、栄町銀座を走行する車の約 66％が、新潟

みなとトンネルへの通過交通であることがわ

かった。

平成 28 年9月には、第2回ワークショッ

プを実施した（図 34）。交通実態の調査結果

を説明し、どこにどんな対策が必要か議論し

た。日和山小学校地区でのゾーン 30 の導入、

栄町銀座の入口へのライジングボラードの設

置、子ども達の登校時間帯の交通規制の実施

などについて意見があった。

これらの意見を踏まえ、行政で交通安全対

策の主な実施方針案をつくり、平成 28 年 11

月の第3回ワークショップで提案した（図
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2 ETC2.0 に対応した車載器を搭載した車両に対し、渋滞回避や安全運転支援などの新たなサービスを展開するほか、自
動車の位置や速度などを道路管理者が取得することによる交通安全対策や渋滞対策等への活用が期待されている。

図 33 学校・地域住民参加による交通安全対
策の検討①

出典：報告者作成

図 34 学校・地域住民参加による交通安全対
策の検討②

出典：報告者作成

図 35 学校・地域住民参加による交通安全対
策の検討③

出典：報告者作成
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図 36 交通安全対策の主な実施方針案（短・中長期）

出典：報告者作成

図 37 平成 29 年4月までに実施した主な施策

出典：報告者作成
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た。日和山小学校地区でのゾーン 30 の導入、

栄町銀座の入口へのライジングボラードの設

置、子ども達の登校時間帯の交通規制の実施
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図 33 学校・地域住民参加による交通安全対
策の検討①

出典：報告者作成

図 34 学校・地域住民参加による交通安全対
策の検討②

出典：報告者作成

図 35 学校・地域住民参加による交通安全対
策の検討③

出典：報告者作成
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35）。これを基に具体的な対策について議論

を行い、交通安全対策の実施方針を決定した

（図 36）。

実施方針に基づき、日和山小学校地区に

ゾーン 30 を導入し、栄町銀座には時間通行

規制とライジングボラードを1年間の試験運

用として設置し、狭さくやグリーンベルトな

どを設置した（図 37）。

(3）通学路でのライジングボラード運用開始

通学路におけるライジングボラードの運用

は、新潟市が全国で初めて実施した。ライジ

ングボラードとは、「自動で昇降する車止め」

である。普段は道路の下に潜っているが、交

通規制の開始時刻になると自動的に上昇して

道路を塞ぎ、終了時刻に下降する。人が操作

をする必要は無い。ライジングボラードは直

径8 cm、高さ約 70cmの樹脂製である。車

道の脇からのすり抜けを防止するために、ラ

イジングボラードの両脇にも固定ボラードを

設置した（図 38）。

(4）検証効果と改善、PDCAによる取組みの

継続へ

新潟市では、① ETC2.0 プローブデータ

（図 39）、②地域関係者へのアンケート（図

40）、③交通実態調査の3種類のデータを用

いて、これまでに実施した交通安全対策の効

果の検証に取り組んだ。

交通実態調査の結果、ライジングボラード

が上昇する平日朝の登校時間帯で、栄町銀座

の通過交通量の減少が確認できた（図 41）。

平成 29 年 12 月に、第4回ワークショップ

を実施し、交通安全対策に対する評価を行っ

都市とガバナンス Vol.31

都市政策をめぐる研究交流の最前線

78

図 38 ライジングボラードの概要

出典：報告者作成

図 39 ETC2.0 プローブデータを活用した
効果検証

出典：国土交通省新潟国道事務所

図 40 効果検証結果

出典：報告者作成
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た（図 42）。参加者の評価は総じて高く、特

に今後の本格運用の是非が課題のライジング

ボラードは、非常に良好であった（図 43、図

44）。その一方で、「栄町銀座以外の別の抜け

道ができた」、「規制開始時間間際の駆け込み

通過が増えた」、「登校が安全になりすぎて、

かえって子どもたちの安全意識が低下した」

などの意見もあった。ワークショップで議論

された新たな危険箇所やその対策案について

は、警察及び市などで検討し、必要な対策を

実施していく方針とした。

今後の日和山小学校地区における交通安全

対策については、「新潟市中央区通学路交通

安全プログラム」に基づき、関係機関が連携

し、PDCAサイクルにより、継続的に対策の

改善・充実を図り、通学路の安全性の向上を

図っていくこととなった。

(5）おわりに

最後に、日和山小学校地区で交通安全対策

の取組みを進める上で、よかったと感じたこ

とを2点お話ししたい。
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図 41 交通実態調査による栄町銀座入口の
通過交通量（平成 29 年 10 月 19 日）

出典：報告者作成

図 42 学校・地域住民参加による交通安全対
策の検討④

出典：報告者作成

図 43 ワークショップでの実施済対策の評
価方法

出典：報告者作成

図 44 ワークショップでの実施済対策の評
価結果

出典：報告者作成
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35）。これを基に具体的な対策について議論

を行い、交通安全対策の実施方針を決定した

（図 36）。

実施方針に基づき、日和山小学校地区に
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規制とライジングボラードを1年間の試験運

用として設置し、狭さくやグリーンベルトな

どを設置した（図 37）。

(3）通学路でのライジングボラード運用開始

通学路におけるライジングボラードの運用

は、新潟市が全国で初めて実施した。ライジ

ングボラードとは、「自動で昇降する車止め」

である。普段は道路の下に潜っているが、交

通規制の開始時刻になると自動的に上昇して

道路を塞ぎ、終了時刻に下降する。人が操作

をする必要は無い。ライジングボラードは直

径8 cm、高さ約 70cmの樹脂製である。車

道の脇からのすり抜けを防止するために、ラ

イジングボラードの両脇にも固定ボラードを

設置した（図 38）。

(4）検証効果と改善、PDCAによる取組みの

継続へ

新潟市では、① ETC2.0 プローブデータ

（図 39）、②地域関係者へのアンケート（図

40）、③交通実態調査の3種類のデータを用

いて、これまでに実施した交通安全対策の効

果の検証に取り組んだ。

交通実態調査の結果、ライジングボラード

が上昇する平日朝の登校時間帯で、栄町銀座

の通過交通量の減少が確認できた（図 41）。

平成 29 年 12 月に、第4回ワークショップ

を実施し、交通安全対策に対する評価を行っ
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図 38 ライジングボラードの概要

出典：報告者作成

図 39 ETC2.0 プローブデータを活用した
効果検証

出典：国土交通省新潟国道事務所

図 40 効果検証結果

出典：報告者作成
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まず1点目は、ワークショップ形式で議論

を重ねていった結果、地域の理解を得られた

ことである。地域住民の中には、当初、交通

規制が自身の生活に不利益を及ぼすのではな

いかと不安視する方もいた。しかし、ワーク

ショップを通していろいろな視点で議論を重

ね、課題やアプローチ方法を共有することが

できたことで、懸念の声がなくなり、対策の

必要性に理解を得ることができた。

2点目は、地元との信頼関係で対策工事を

円滑に実施できたことである。ワークショッ

プを通じて地元の方と信頼関係を構築でき、

対策の実施に向けた地元説明会などで地元の

方に、対策の内容や今後の工事の実施等につ

いて、ご理解をいただくことができた。その

結果、対策工事を無事に終えることができ、

より安全になった通学路で、平成 29 年4月

の公社移転による開校を迎えることができ

た。
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4 パネルディスカッション

［コーディネーター］

埼玉大学大学院理工学研究科

准教授 小嶋 文

［パネリスト］

世田谷区土木部交通安全自転車課

交通安全担当 係長 福島 恵一

新潟市中央区建設課

まちづくり係 主査 木原 寿明

○住民の意識の醸成

小嶋准教授 交通安全、防犯等に関して、住

民に当事者意識を持ってもらうために工夫し

ていることはあるか。

福島氏 交通安全に反対という住民はいな

い。比較的合意が得やすいテーマである。

その一方で「上から目線のお説教」への反

発は強い。このため世田谷区では、交通ルー

ルに関する各種の講習会が開催されている

が、区が主体となるのではなく、住民に対し

て「あなたがぜひ開催してください。職員は

いつでもお伺いします。」という立場をとっ

ている。

小嶋准教授 世田谷区、新潟市からの事例報

告で、「ふたこたまご通信」や「かわら版」の

紹介があった。こうしたリーフレットの配付

地域を広げることで、住民の当事者意識が醸

成されるのではないか。

交通安全対策は、住民間の利害調整が大変

ではないか。

福島氏 住民同士の利害対立は、ある意味必

ず生じる。どちらか一方を悪者にして、もう

一方の利益を優先するのではなく、「みんな

がまちを大事に思っている」という基盤を踏

まえつつ、どのように交通安全対策を進めて

いけるかが、自治体にとって重要である。

○サイレント層の意識

小嶋准教授 社会実験前の意識調査における

サイレント層の中には、交通対策案への理解

が不足しているため意見を言わない可能性も

見られている。しかし、社会実験後の意識調

査におけるサイレント層は、実際に交通対策

案を体験して、それを許容したため意見を言

わない傾向がある。社会実験前後で、人々が

サイレント層に属する意味が異なることに留

意する必要がある。

そして、複数の事例において、社会実験後

は意識調査の回収率が低くなり、かつ、交通

対策案に反対意見を持つ人ほど回答する傾向

がある。そのため、社会実験前後の結果で各

意見の割合を比較すると、社会実験後に反対

意見の割合が増加したように見える。社会実

験後の意識調査におけるサイレント層には、

交通対策案を許容している人が多い可能性を

踏まえて意識調査の結果を活用してほしい。

○子どもを対象とした交通安全教室

福島氏 世田谷区では、小学校の PTA に、

低学年を対象とした交通安全教室の実施を依

頼している。1年生では歩き方教室を、3年

生で自転車教室を行っている。幼稚園につい

ては、要望があったところに対し、幼児を惹

き付けて説明するスキルのある NPO法人に

区からの委託で講習に行ってもらっている。

しかし、保育園では難しいようだ。

スケアードストレートについては、中学校

在学中に必ず1回は体験できるよう、区立の
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まず1点目は、ワークショップ形式で議論

を重ねていった結果、地域の理解を得られた

ことである。地域住民の中には、当初、交通

規制が自身の生活に不利益を及ぼすのではな

いかと不安視する方もいた。しかし、ワーク

ショップを通していろいろな視点で議論を重

ね、課題やアプローチ方法を共有することが

できたことで、懸念の声がなくなり、対策の

必要性に理解を得ることができた。

2点目は、地元との信頼関係で対策工事を

円滑に実施できたことである。ワークショッ

プを通じて地元の方と信頼関係を構築でき、

対策の実施に向けた地元説明会などで地元の

方に、対策の内容や今後の工事の実施等につ

いて、ご理解をいただくことができた。その

結果、対策工事を無事に終えることができ、

より安全になった通学路で、平成 29 年4月

の公社移転による開校を迎えることができ

た。
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中学校を3つのグループに分けて、1年ずつ

ローテーションしている。一般向けには、イ

ベントのプログラムの1つとして実施した

り、PTA主催で小学校の公開授業の後に実

施し、保護者にも体験してもらうなど、要望

に基づいて実施している。

「子どもの交通安全」は、保護者を通じて学

校・家庭を巻き込み、地域が一体となった活

動にもつながる重要かつ有効な視点である。

○ライジングボラードの操作

木原氏 ライジングボラードの設置にあた

り、リモコンを 10 台程度準備した。警察の

通行の許可を得た方で、リモコン貸与を申し

出た人に対して、リモコンの配付を行う予定

だった。しかし、通行規制中の時間帯にどう

しても車で通行しなければならない家庭はな

かったようで、貸与申請はなかった。

小嶋准教授 緊急車両がライジングボラード

の操作を行うことは可能か。

木原氏 ライジングボラードの操作は、リモ

コンのほか、現地に設置してあるボタンでも

可能である。ボタンの操作によって下降した

ライジングボラードは、一定時間が経過する

と自動で上昇する仕組みである。

○ライジングボラード導入のメリット

木原氏 ライジングボラードのメリットは、

通行規制の看板を出したり引っ込めたりする

人員を必要としないところである。また、通

行規制を行うのが人ではなく機械であるた

め、無理に通行しようとするドライバーと住

民とのトラブルが起こらないこともメリット

の1つである。

小嶋准教授 住民ボランティアとドライバー

のトラブルは、他の地域でもよく耳にする。

ライジングボラードが多くの地域に普及す

れば、安価での導入が可能になるだろう。

○住民からの要望で実現できなかったこと

木原氏 夕方にもライジングボラードによる

通行規制をしてほしいという要望があった。

子ども達の下校時も安全にしたいという気持

ちは理解できるが、下校時間の幅が広く、他

の交通への影響も大きいため断念した。その

代わりに、狭さくを立てて、下校時も車両の

速度を抑制する対策を行った。

○迂回路の検討

木原氏 そもそも、生活道路に通過交通車両

が流れ込んでいるのは、新潟みなとトンネル

へ向かう道路の渋滞が大きな要因と考えてい

る。調査の結果、新潟みなとトンネルに向か

う海岸沿いの市道を1車線拡幅すると渋滞緩

和の効果が高いことがわかった。現在、道路

の拡幅について検討を進めている。

○通学路の合同点検

木原氏 通学路の合同点検は、通学路安全プ

ログラムに位置づけられている。学校からあ

がってきた通学路の危険箇所について、所轄

の警察署、新潟市中央区建設課、総務課、教

育支援センターの体制で、1案件ずつ議論を

行っている。必要に応じて、合同点検を実施

している。

○ドライバーからの苦情

福島氏 ゾーン 30 はスクールゾーンのよう
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な通行禁止ではなく、あくまで速度規制であ

り、取り締まりもないため、ドライバーから

の苦情はない。二子玉川以外でもゾーン 30

を導入しているが、それらは住民ではなく警

察主導のため、地域の住民がゾーン 30 の実

施を知らない場合があった。二子玉川のよう

に、住民が望んで導入し、周知にも引き続き

取り組むことが重要。最近になって、導入の

住民要望がされたり、すでに導入している区

域について、小学校の PTAからもっと発信

を強化して周知しようという声が上がり始め

た。そうした活動をうまく育てていきたい。

木原氏 日和山小学校の交通安全対策におい

てもドライバーからの苦情はなかった。ライ

ジングボラードを導入する前に、ドライバー

に対して周知を行った。具体的には栄町銀座

に流れ込む車の走行ルート沿いに予告看板を

設置した。また、平成 29 年4月のライジン

グボラードの運用開始日には、マスコミに新

聞やテレビニュースなどで取り上げてもら

い、多くの方に知っていただくことができ

た。

○無関心な住民を政策に巻き込む方法

小嶋准教授 ワークショップや説明会に参加

しない住民に対しては、アンケートを実施す

ることで意見を集めることができる。あわせ

て社会実験も実施すれば、住民を否応なしに

交通安全対策に巻き込むことができる。

以前に、抜け道をするドライバーにアン

ケートを実施したことがある。ドライバーに

沿道の住民が困っていることを伝えること

で、自分が迷惑運転をしている事実に初めて

気づくようだ。交通安全対策だけでなく、住

民との合意形成が困難な場面は多々あるだろ

う。周囲に迷惑をかける人に対して、地域が

どれだけ困っているかの気づきを促すことが

必要ではないか。

福島氏 交通安全対策は、ある期日までに一

定の合意形成に至らなければならないケース

があまりない。つまり、継続的に議論できる

し、またその必要がある。現況がどうなって

いるか、利害対立する主体が互いのどんなと

ころに迷惑しているのか、理解しあうことが

重要で、ワークショップや説明会による日頃

からの啓発が欠かせない。自治体ができるこ

とには当然限界があるのだから、個別の要望

や苦情を全部引き受けてしまうのではなく、

地域でできることを何かしたいという人たち

が活動するための支援に、もっと注力すべき

ではないか。例えば、信号設置の可否判断は

警察に任せるとして、信号の有無に関わら

ず、より安全に横断できるようにするために

地域が何ができるかを、地域と共に考えると

いうような。これにより新たな関心を呼び起

こし、参加を高めることもできる。その意味

で、何について合意形成するのかを、もう一

度見つめ直すことが必要ではないか。

木原氏 日和山小学校での交通安全対策ワー

クショップの開催案内を、学校の保護者や地

元にかわら版などでお知らせしたが、当日

ワークショップに参加いただけなかった方で

も、小学校や中学校を通じてアンケートを配

布すると、回答していただいた保護者の方は

多かった。アプローチの仕方を変えることで

参加されない方にも参加してもらえるように

なった。
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中学校を3つのグループに分けて、1年ずつ

ローテーションしている。一般向けには、イ

ベントのプログラムの1つとして実施した

り、PTA主催で小学校の公開授業の後に実

施し、保護者にも体験してもらうなど、要望

に基づいて実施している。

「子どもの交通安全」は、保護者を通じて学

校・家庭を巻き込み、地域が一体となった活

動にもつながる重要かつ有効な視点である。

○ライジングボラードの操作

木原氏 ライジングボラードの設置にあた

り、リモコンを 10 台程度準備した。警察の

通行の許可を得た方で、リモコン貸与を申し

出た人に対して、リモコンの配付を行う予定

だった。しかし、通行規制中の時間帯にどう

しても車で通行しなければならない家庭はな

かったようで、貸与申請はなかった。

小嶋准教授 緊急車両がライジングボラード

の操作を行うことは可能か。

木原氏 ライジングボラードの操作は、リモ

コンのほか、現地に設置してあるボタンでも

可能である。ボタンの操作によって下降した

ライジングボラードは、一定時間が経過する

と自動で上昇する仕組みである。

○ライジングボラード導入のメリット

木原氏 ライジングボラードのメリットは、

通行規制の看板を出したり引っ込めたりする

人員を必要としないところである。また、通

行規制を行うのが人ではなく機械であるた

め、無理に通行しようとするドライバーと住

民とのトラブルが起こらないこともメリット

の1つである。

小嶋准教授 住民ボランティアとドライバー

のトラブルは、他の地域でもよく耳にする。

ライジングボラードが多くの地域に普及す

れば、安価での導入が可能になるだろう。

○住民からの要望で実現できなかったこと

木原氏 夕方にもライジングボラードによる

通行規制をしてほしいという要望があった。

子ども達の下校時も安全にしたいという気持

ちは理解できるが、下校時間の幅が広く、他

の交通への影響も大きいため断念した。その

代わりに、狭さくを立てて、下校時も車両の

速度を抑制する対策を行った。

○迂回路の検討

木原氏 そもそも、生活道路に通過交通車両

が流れ込んでいるのは、新潟みなとトンネル

へ向かう道路の渋滞が大きな要因と考えてい

る。調査の結果、新潟みなとトンネルに向か

う海岸沿いの市道を1車線拡幅すると渋滞緩

和の効果が高いことがわかった。現在、道路

の拡幅について検討を進めている。

○通学路の合同点検

木原氏 通学路の合同点検は、通学路安全プ

ログラムに位置づけられている。学校からあ

がってきた通学路の危険箇所について、所轄

の警察署、新潟市中央区建設課、総務課、教

育支援センターの体制で、1案件ずつ議論を

行っている。必要に応じて、合同点検を実施

している。

○ドライバーからの苦情

福島氏 ゾーン 30 はスクールゾーンのよう
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○総括

小嶋准教授 世田谷区、新潟市から紹介の

あった住民活動を支援するための工夫は、他

の地域でも取り入れることが可能だと思う。

本日はありがとうございました。
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